
平成　 年　 月　 日作成
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単年度のみ
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単年度繰返

0 2

期間限定複数年度

【計画期間】

１　現状把握の部（DO）

(1) 事務事業の目的と指標

① 手段（主な活動）

ス

⑤活動指標

⑥対象指標

⑦成果指標

カ

キ

ク

サ

ア

イ

シ

28年度 (目標)

投

入

量

事

業

費

財

源

内

訳

地方債

その他

一般財源

事業費計  （A）

人

ウ

千　円

千　円

人

トータルコスト(A)＋(B) 千　円

回

延べ業務時間

人

件

費 人件費計  (B)

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

自立し社会参加できるようになってもらう。

④ 結果（基本事業の意図：上位の基本事業にどのように貢献するのか）

千　円

ヶ所

国庫支出金

都道府県支出金

(2) 総事業費・指標等の推移

　　　　　　　年度

　単位

千　円

13

25,521

50

45,881

45,200

45,015

 

25,362

人サ 本事業の延べ利用者数

前年度実績（前年度に行った主な活動）

ウ

更生訓練費、自動車改造及び運転免許取得

費助成金支給決定者数

①委託契約、委託料支払、実績報告受理②補助申請受付、補助金交付決定、補助金

支払③謝金支払、実績報告受領④実行委員会議、イベント開催準備等⑤助成金支給

申請、支給決定、助成金支払等

委託、補助対象事業所（団体）数ア

今年度計画（今年度に計画している主な活動）

イ

スポーツレクリエーション、デイケア開催のべ回

数

障害者または障害児

⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

単位

カ 身体障害者手帳所持者数 人

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 名称

前年度と同じ

正規職員従事人数

15 15

200

3

50

14,769

24,000

⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

回

200

3

190

療育手帳所持者数

27年度 (目標)

人

単位

人

名称

25年度 (実績)

ク 精神障害者保健福祉手帳所持者数

キ

50

ヶ所

単位

14,000

7,000

45,000

24,000

人

10537

200

3

3

1850

45,200

420

240

15

人

46,081

15

3030 30

- 3人

6751

1 3

人

200

1772

370人

1,763

52,646

45,215

3030

45,000

50

3

200

50

15

24,008

 

1742

7,384

52,846 44,508

3

障害者または障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活を営むこと

ができる。

18,196

9,088

23年度 (実績)

6,787 7,000

シ

ス

千　円

千　円

時　間

正規職員従事人数 3

13,533

24年度 (実績)

14,00013,573

 

22,862

千　円

6,767

416

44,308

3

50

388

 

200

1724

200

221 203

410

67006489

230

6353

一般財源

410

1830

事業費計  （A） 0

人件費計  (B)

30

 

26年度 (実績)

01 02

年度～）

年度

※全体計画欄の総投入量を記入

年度 ～

16

予算科目

会計 款 項 目 事業

01 03

事務事業ID

事務事業マネジメントシート 平成 27 年度

1131 27 6 1

事務事業名 地域生活支援事業 実施計画登載事業 合併建設計画登載事業

政

策

体

系

政策名 安心が確保されたまちづくりの推進 事業期間

施策名 障がい者福祉の推進

基本事業名 社会参加の促進

（開始 H18

根拠法令 障害者総合支援法、大船渡市地域生活支援事業実施要綱

所

属 障害福祉係 電話 27-3111

部課名 生活福祉部　地域福祉課

課長名 熊澤正彦

係　名

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

総

投

入

量

　

（

千

円

）

事

業

費

担当者 伊藤　晴喜 内線 187

全体計画（※期間限定複数年度のみ）

その他

人

件

費

延べ業務時間

都道府県支出金

 

財

源

内

訳

地方債

・障害者及び障害児が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができることを目的とする。

・相談支援、意思疎通支援、日常生活用具給付、移動支援、地域活動支援センター、理解促進研修、自発的活動

支援事業の必須事業に加えて、地域の特性や利用者の状況に応じて事業を選択実施し、柔軟な事業形態により

効率的かつ効果的に実施する。

・事業実施の方式は、委託事業、補助事業、直営実施事業、実行委員会形式、謝金支出による方式がある。

・今年度の実施事業は、上記必須事業のほか、訪問入浴、更生訓練費、日中一時支援、生活訓練（精神障害者デ

イケア、福祉機器リサイクル等）、社会参加促進（障害者作品展、点字声の広報、自動車運転免許取得、自動車改

造助成事業等）の各事業。

・事業費は主に、委託料、補助金として支出している。

⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称

国庫支出金

0

トータルコスト(A)＋(B) 0

6700

－　1/3　－ （大船渡市）


